鹿児島県阿久根市「降任処分取消」申立事案、

2月24日公平委員会「処分取消」の判定

　2009年4月1日の異動辞令で、竹原市長が理由を示さないまま課長級から課長補佐級など「降任」の不当人事を発令し、これを不服とした阿久根市職労組合員3人が、処分の取消しを求めて、市公平委員会に不服申し立てをした事案について、2010年2月23日、阿久根市公平委員会は、「人事異動は法令、条例に違反した降任である」と判断し、「処分を取消す」との判定をしました。判定理由については、３人の人事異動の際、市長が「組織のスリム化を図る過程での適材適所の人事」として、地方公務員法で定められた降格理由の説明文書を交付しなかったことが手続き的に不適切な上、３人が降格される理由もないと判断しています。

　判定書は同24日に、竹原信一市長と申し立てていた3人の職員に送達されました。この判定によって、3人は処分時に遡って職が回復されます。また、市長はこの判定に不服があっても裁判所に訴えることはできません。

　申立において、3人の職員は、意に反した降任（地方公務員法28条）」処分にあたるとして、処分の取消を求め、同委員会に提出した書面で、それぞれが具体的事実にもとづいて異動が「降任」に当たることを主張、立証しました。

これに対し市長は、当初「適材適所の人事異動」などと強弁していましたが、途中から同法第28条に該当する分限処分に主張を変えています。しかし、後から処分と主張を変えることは許されないことで、分限処分ならば説明書の交付もなされておらず、法に該当する事実もないことを指摘されると、「職員は異動に口出しする権利はない」などと身勝手な主張を繰り返すのみでした。

　この判定に対し、鹿児島県本部と阿久根市職労は24日、連名で「市長がこの判定を真摯に受け止め、これまでの姿勢を転換し、今後適正な人事行政の運営に努めることを求める」「本件判定を無視するようであれば、我々は『法律に基づく行政執行』の原理の徹底を求め、なお一層の努力を惜しまない決意である」との声明をマスコミに発表しました。

　

　しかし、これまでも裁判所の判断に従わないなどの違法状態を続けてきた竹原市長は、今回の判定を受けてまたも無視の行動に出る可能性もあるほか、3人が降格されている期間の給与の差額の支払についても認めないおそれもあり、判定を受けての課題は残るため、引き続き対策が必要です。

本部も引き続き、阿久根市職労、鹿児島県本部とともに取り組みをすすめます。
